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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

中間連結会計期間
第78期

中間連結会計期間
第77期

会計期間

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2026年
　４月１日
至2026年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2026年
　３月31日

売上高 （百万円） 29,146 30,003 58,655

経常利益 （百万円） 627 772 1,461

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（百万円） 384 502 975

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 439 586 1,129

純資産額 （百万円） 14,640 15,565 15,331

総資産額 （百万円） 31,822 32,118 33,720

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 19.66 25.67 49.85

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.0 48.5 45.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 37 643 285

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 51 △2,082 △73

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △123 △423 △196

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 8,534 6,746 8,598

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2026年4月１日から2026年9月30日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に

緩やかな回復基調で推移したものの、物価上昇の継続や各国の金融・通商政策の動向、地政学リスクの高止まり等に

より、先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループが事業を展開するスポーツ用品業界においては、少子化の進行や気候変動による需要構造の変化に加

え、物流費や人件費の上昇等の影響から、引き続き舵取りの難しい経営環境が続いております。

　一方で健康志向の高まりやスポーツ活動への関心の定着を背景として、ランニング、アウトドア等の関連分野への

需要は底堅く推移いたしました。また、スポーツブランドのライフスタイル市場への浸透が進み、シューズやアパレ

ルは日常使いとして安定した需要が維持されました。このような環境のもと、スポーツ用品市場は中長期的な成長が

期待される市場として堅調に推移しております。

　このような状況のなか当社グループは、中期経営スローガンとして「一致結束をより強固にし、スポーツ総合商社

として、周りの信頼と信用を高めながら、会社も個人もより高みを目指していく」を掲げ、基本方針として「長期的

に利益を稼ぎ続ける仕組みと風土づくり」、「売上拡大のための成長戦略」、「経営効率化のための構造改革」、

「経営基盤（人材・物流・ＤＸ）の強化」、「ＥＳＧ経営の推進」を定め、グループ各社一丸となって取り組み、企

業価値向上に努めております。

　当中間連結会計期間におきましては、スポーツ市場及びライフスタイル市場において、提案型営業の推進を通じて

取引先との関係強化を図るとともに、主力ブランドの取扱い拡大に努めました。また、在庫流動管理の強化を一層推

進するとともに、物流については省人化を目的とした設備投資を実施する等、経営の効率化に取り組みました。

　これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は、30,003百万円（前年同期比2.9％増）、営業利益は655百万円（前

年同期比27.1％増）、経常利益は772百万円（前年同期比23.0％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は502百万円

（前年同期比30.5％増）となりました。

　当社グループは、スポーツ事業の単一セグメントであるため、事業部門ごとの状況を記載しております。

　部門別の経営成績は次のとおりであります。

スポーツ事業

 　　 （卸売部門）

　スポーツ市場においては、健康志向の高まりや観戦型・参加型イベントの多様化等により、各カテゴリーで需

要は引き続き底堅く推移いたしました。野球・ソフトボール用品「ゼットベースボール」では、ユニフォームを

中心としたアパレルが好調に推移いたしました。テニス・バドミントン用品では、国内競技需要や高付加価値商

品に対する需要の高まりもあり堅調な状況でした。サッカー用品では、国際大会関連の需要もあり、アパレル、

フットウェアを中心に好調に推移いたしました。卓球用品においては、インバウンド需要の影響もあり引き続き

好調を維持しました。ライフスタイル市場においては、高機能シューズやアパレル関連の需要は、落ち着きが見

られましたが、アパレル関連は堅調に推移いたしました。

　　　　 この結果、売上高は29,199百万円（前年同期比3.2％増）となりました。

 　　 （製造部門）

　野球・ソフトボール用品の「ゼットベースボール」においては、ユニフォームを中心としたアパレルが好調に

推移したほか、硬式金属製バットが引き続き高い評価を得ており、全国大会等での当社製品の使用率は高い水準

を維持しました。バスケットボール用品の「コンバース」においては、競争環境の激化等の影響により、販売は

低調に推移いたしました。一方で、製造部門の経営環境は、原材料価格の高騰や対米ドル円安状態が継続したこ

とによって、製造原価は高止まりしており厳しい状況が続いております。

　　　 　この結果、売上高は239百万円（前年同期比34.4％増）となりました。製造部門の売上高の大部分は卸売部門向

け取引によるものであり、当該取引は連結売上高には含まれておりません。なお、グループ内売上高は3,758百万

円（前年同期比3.8％減）となりました。

 　　 （小売部門）

　専門性の高い品揃えと接客の質の改善に取り組みましたが、前期途中での一部店舗の統廃合等により減収とな

りました。

　　 　　この結果、売上高は192百万円（前年同期比32.7％減）となりました。
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 　　 （物流部門）

　外部受託業務の取扱数量の減少により低調に推移いたしました。

　この結果、売上高は372百万円（前年同期比5.4％減）となりました。

 

　当中間連結会計期間末における流動資産は23,422百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,697百万円減少しま

した。これは主に商品及び製品が49百万円増加したものの、現金及び預金が1,850百万円、売掛金が1,626百万円

減少したことによるものであります。固定資産は8,695百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,095百万円増加

しました。これは主に投資有価証券が2,131百万円増加したことによるものであります。

　この結果、総資産は32,118百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,602百万円減少しました。

 

　当中間連結会計期間末における流動負債は14,837百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,771百万円減少しま

した。これは主に賞与引当金が182百万円増加したものの、電子記録債務が1,187百万円、支払手形及び買掛金が

418百万円減少したことによるものであります。固定負債は1,715百万円となり、前連結会計年度末に比べ64百万

円減少しました。これは主に長期借入金が50百万円減少したことによるものであります。

　この結果、負債合計は16,553百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,836百万円減少しました。

 

　当中間連結会計期間末における純資産合計は15,565百万円となり、前連結会計年度末に比べ234百万円増加しま

した。これは主に利益剰余金が150百万円、その他有価証券評価差額金が92百万円増加したことによるものであり

ます。

　この結果、自己資本比率は48.5％（前連結会計年度末は45.5％）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により643百万円獲

得し、投資活動により2,082百万円使用し、財務活動により423百万円使用した結果、当中間連結会計期間末における

残高は6,746百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,851百万円減少しました。

 

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は643百万円（前年同期比605百万円増）となりました。これは主に仕入債務の減少

1,606百万円があったものの、税金等調整前中間純利益772百万円、売上債権の減少1,802百万円があったこと等によ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は2,082百万円（前年同期獲得した資金は51百万円）となりました。これは主に将

来の設備投資資金として保有する資金の効率的運用を目的とした投資有価証券の取得による支出2,006百万円があっ

たこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は423百万円（前年同期比300百万円増）となりました。これは主に長期借入金の返

済による支出50百万円、配当金の支払額351百万円があったこと等によるものであります。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更

はありません。

 

（５）研究開発活動

　　当中間連結会計期間における研究開発費は、24百万円であります。

　　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,102,000 20,102,000
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 20,102,000 20,102,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2026年４月１日

～2026年９月30日
－ 20,102 － 1,005 － 251
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

有限会社眞徳 大阪市住吉区長居東三丁目３番19号 3,863 19.73

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 970 4.95

ゼット共栄会 大阪市天王寺区烏ヶ辻一丁目２番16号 946 4.84

渡辺　泰男 大阪市住吉区 611 3.12

ゼット持株会 大阪市天王寺区烏ヶ辻一丁目２番16号 534 2.73

渡辺　裕之 東京都文京区 492 2.51

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋１丁目４－１０ 475 2.42

株式会社タナベスポーツ 大阪市中央区松屋町住吉５番４号 417 2.13

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 401 2.05

株式会社モルテン 広島市西区観音新町４丁目10番97-21号 397 2.03

計 － 9,110 46.54

  （注）１．ゼット共栄会（代表者㈱モルテン代表取締役社長　民秋　清史氏）は当社の取引先会社を以て構成し、当

社と会員の緊密化をはかり会員の財産形成に資するために、会員の拠出金により当社の株式を購入するこ

とを目的とする法人格なき団体であります。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位を四捨五入しており

ます。

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 527,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,546,600 195,466 －

単元未満株式 普通株式 28,200 － －

発行済株式総数  20,102,000 － －

総株主の議決権  － 195,466 －

 

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

ゼット株式会社

大阪市天王寺区烏ヶ辻

一丁目２番16号
527,200 － 527,200 2.62

計 － 527,200 － 527,200 2.62
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２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号、以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,099 7,248

受取手形 181 8

売掛金 10,560 8,934

電子記録債権 2,181 2,178

商品及び製品 4,236 4,286

仕掛品 87 84

原材料及び貯蔵品 194 215

返品資産 344 265

その他 320 286

貸倒引当金 △86 △85

流動資産合計 27,119 23,422

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,503 2,514

減価償却累計額 △1,937 △1,914

建物及び構築物（純額） 565 600

土地 1,228 1,228

その他 955 918

減価償却累計額 △706 △699

その他（純額） 248 219

有形固定資産合計 2,042 2,047

無形固定資産   

その他 78 84

無形固定資産合計 78 84

投資その他の資産   

投資有価証券 3,893 6,025

長期貸付金 10 10

敷金 245 256

その他 400 372

貸倒引当金 △71 △100

投資その他の資産合計 4,479 6,563

固定資産合計 6,600 8,695

資産合計 33,720 32,118
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,929 7,510

電子記録債務 6,395 5,207

１年内返済予定の長期借入金 101 101

未払法人税等 269 328

未払消費税等 135 97

賞与引当金 268 451

返金負債 405 312

その他 1,104 827

流動負債合計 16,608 14,837

固定負債   

長期借入金 148 97

繰延税金負債 176 182

退職給付に係る負債 294 302

長期未払金 11 11

その他 1,149 1,122

固定負債合計 1,780 1,715

負債合計 18,389 16,553

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,005 1,005

資本剰余金 2,968 2,968

利益剰余金 10,243 10,393

自己株式 △74 △74

株主資本合計 14,143 14,293

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,048 1,141

繰延ヘッジ損益 57 37

為替換算調整勘定 57 68

退職給付に係る調整累計額 25 24

その他の包括利益累計額合計 1,188 1,272

純資産合計 15,331 15,565

負債純資産合計 33,720 32,118
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 29,146 30,003

売上原価 24,113 24,727

売上総利益 5,032 5,275

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 269 273

運賃及び荷造費 552 574

賃借料 124 90

役員報酬及び給料手当 1,463 1,462

貸倒引当金繰入額 19 57

賞与引当金繰入額 385 424

減価償却費 66 61

その他 1,632 1,675

販売費及び一般管理費合計 4,516 4,619

営業利益 516 655

営業外収益   

受取利息 20 45

受取配当金 25 23

受取賃貸料 43 43

貸倒引当金戻入額 0 0

業務受託料 2 3

その他 19 14

営業外収益合計 112 130

営業外費用   

支払利息 0 1

保険解約損 － 6

その他 0 6

営業外費用合計 0 14

経常利益 627 772

税金等調整前中間純利益 627 772

法人税、住民税及び事業税 216 303

法人税等調整額 26 △33

法人税等合計 242 269

中間純利益 384 502

親会社株主に帰属する中間純利益 384 502
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 384 502

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 63 92

繰延ヘッジ損益 0 △19

為替換算調整勘定 △9 11

退職給付に係る調整額 △0 △0

その他の包括利益合計 54 84

中間包括利益 439 586

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 439 586
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 627 772

減価償却費 70 64

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 28

賞与引当金の増減額（△は減少） 175 182

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △0 7

受取利息及び受取配当金 △45 △68

支払利息 0 1

売上債権の増減額（△は増加） 741 1,802

棚卸資産の増減額（△は増加） 102 △68

仕入債務の増減額（△は減少） △442 △1,606

未払消費税等の増減額（△は減少） 35 △37

その他 △176 △257

小計 1,107 821

利息及び配当金の受取額 45 68

利息の支払額 △0 △1

法人税等の支払額 △1,114 △244

営業活動によるキャッシュ・フロー 37 643

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300 △501

定期預金の払戻による収入 300 501

有形固定資産の取得による支出 △35 △56

無形固定資産の取得による支出 △5 △10

投資有価証券の取得による支出 △2 △2,006

投資有価証券の売却による収入 100 2

敷金の差入による支出 △5 △11

敷金の回収による収入 0 0

長期貸付金の回収による収入 1 0

その他 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 51 △2,082

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 300 －

長期借入金の返済による支出 △47 △50

配当金の支払額 △351 △351

その他 △24 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △123 △423

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △43 △1,851

現金及び現金同等物の期首残高 8,578 8,598

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 8,534 ※ 6,746
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【注記事項】

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 9,035百万円 7,248百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △500 △501

現金及び現金同等物 8,534 6,746

 
 

（株主資本等関係）

　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 352 18.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

 

　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日

定時株主総会
普通株式 352 18.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、スポーツ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
 

（収益認識関係）

　当社グループは、スポーツ事業を営む単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分解した情

報は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

卸売部門 28,288 百万円

その他 857 百万円

顧客との契約から生じる収益 29,146 百万円

外部顧客への売上高 29,146 百万円

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

卸売部門 29,199 百万円

その他 804 百万円

顧客との契約から生じる収益 30,003 百万円

外部顧客への売上高 30,003 百万円

（注）その他には、スポーツ事業の製造部門、小売部門、その他部門が含まれております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 19円66銭 25円67銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 384 502

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
384 502

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,574 19,574

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月12日

ゼット株式会社

　取締役会　御中

 

 

有限責任 あずさ監査法人

　大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安井　康二

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小松野　悟

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているゼット株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ゼット株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告

書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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